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[研究成果の視点からの評価】

① 研究の業績はあがったか

中間評価結果

計画に沿って研究が実施され、高強度・高速に硬化する新しいセメントの開発

を実現して当初の目標を達成したと判断できる。業績は質・量ともに高いと判

断される。

② 研究成果の公表は活発に行われたか

論文、国際会議、圏内学会、特許、新聞掲載として活発な研究成果の公表が

行われている。2年間としづ短い研究期間の割には、多数の活発な公表活動

は評価できる。

③ 研究成果の実用化・技術移転が図られたか、また研究成果は今後の展開に期

ネ寺できるものか

第一フェーズとして研究成果の実用化・技術移転の基盤が整ったと判断される。

多くのシーズを見いだしているが、今後は、医療機器認可の制度的な特質

(GLP，GCP，GMPなど)を加味して、最も有望と判断されるシーズの実用化を優

先させるのが適切であると考えられる。特に、研究成果の実用化には、市場性

と薬事承認の両面から見たターゲットの絞り込みが重要と考えられる。

KASTプロジェクトは、 BusinessIncubationへの期待が大きく、成果の実用化へ

の筋道を立ててほしい。企業連携のためのデータはそろっているため、薬事申

請業務に詳しい人と協力して企業側に魅力を訴えるデータ整理が必要であろ

う。申請業務は、 Scienceではなく、ガイドラインにし1かに効率よく対応するかに

かかっている。さらにグローバル市場に展開とするため、海外でのプレゼンスを

上げることも欠かせない。

④ 研究成果の権利化は図られたか

特許出願が行われており、権利化が図られたと判断される。今後、基本特許を

サポートするために必要な特許の出願を推奨する。基本特許に関しては海外

移転を進める段階にあると判断される。

⑤ 企業との共同研究は行われたか

企業だけでなく、医学系の大学を含めた医工連携研究を遂行したことは評価

すべきである。研究成果の実用化には企業と連携することが不可欠である。で



きるだけ早く企業との提携を模索・強化すべきである。プロジェクトに参画する

企業を探す活動は研究代表者が主体となるべきであるが、 KASTの支援も強く

望まれる。骨補充材企業は圏内に6社あるが、それらの企業だけでなく、欧米

企業も視野に入れたほうが良し叱考えられる。

@ 研究成果は今後の展開に期待できるものか

既存の骨セメント、 骨ペーストの弱点を克服する新しい概念の骨修復セメント

を創造し、第一フェーズでその有用性を実証したことから、今後の展開が期待

される。医療機器認可に向け、企業連携など対策にあたっては、 KASTや県

の関係機関のパックアップρも期待したい。

また「骨誘導能」・「抗菌性j・「抗腫蕩性Jの基本特能を実現している。今後の

展開として、例えば市場性の大きい研究開発としてIHApセメントJ+I骨伝導

能Jを中心に企業連携を進めることが考えられる。一方、患者ニーズ、の高い

「抗菌性J• I抗腫蕩性」については、市場は小さいが先進医療として役立てる

方向も考える必要がある。

[研究室運営の視点からの評価]

⑦ 研究の方向性は妥当であったか、また研究計画に対して順調に進捗したか

創造展開プロジェクトの第一フェーズとして創造した「骨修復セメントJの研究の

方向性は妥当であったと判断される。十分な研究結果が得られており、研究計

画は順調に進捗したと判断される。反面、多くのテーマを進めており、発散して

いる部分もあると思われる。今後、ものつくりの「つくり込みJを行うことが重要で

あろう。

③共同研究負担金や競争的研究資金など資金の導入は図られたか

企業から共同研究負担金を得ており、また科学技術振興機構、日本学術振興

会、民間助成団体から競争的研究資金を獲得している。今後、資金導入を進

めるため NEDO、JST、厚労省関係の機関に Face-to-faceの相談を進めてい

ただきたい。

⑨ 経費の配分は適切であったか

決算状況から判断して経費配分は適切であったと判断される。今後は、重点

化と優先順位をつけることが重要であろう。



⑩ 人員体制は適切であったか

順調な研究進捗から判断して人員体制は適切であったと判断される。今後は

医療機器承認に関わった経験のある人材で退職した方などを非常勤アドバイ

ザーとして活用することは検討する価値がある。特に、パートナー企業の決定

までの聞は、 Incubationの観点からは、企業経験者(研究成果の社会還元のた

めの人材)を入れることが望まれる。

最後に、今回の評価委員会は、医学者の中で研究を進めている委員、企業において

人工骨の開発・製造・販売をおこなっている委員、インキュベーションン・事業化・経営

に詳しい委員等の産学官の5名の委員から構成されており、幅広し、コメントを得ること

ができた。委員の皆様にお礼を申し上げたい。

医工連携は、工学の「ものつくり」から医学の「臨床応用」への展開が求められる重要

な分野である。今回の評価意見・コメントを参考にして、「創造展開・第2フェーズ、Jにお

いては、発見・発明による「知財化J、および基礎研究による「つくり込みJをバランス良

く進めていただきたい。今後2年間の研究活動をこれまで同様に精力的に進められ、

その次の段階として、重点研究から臨床実用化へと展開されることを強く期待していま

す。

以上
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委員長 田中 順三印


